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　  前年度に比べて減少したが、製造業が同 29.0％増、情報通信業が同 23.4％増、生活関連サービ

　ス業 ,娯楽業が同 16.9％増となっており、多くの産業で増加した。（表５）
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生産工程，輸送 ・機械運転，建設，運搬

等の職業

管理的， 専門的 ・技術的，事務的職業
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比較して 13.6％の増加、支給金額は 68,150,089 千円（前年度 80,234,295 千円）であり、前

年度と比較して 15.1％の減少となった。

比較して 16.7％の増加、支給金額は 7,873,851 千円（前年度 7,883,374 千円）であり、前年

度と比較して 0.1％の減少となった。
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１　職業紹介状況年次推移（学卒を除きパートタイムを含む）

注 ： 　紹介率 ・ 就職率は新規求職に、 充足率は新規求人に対するもの。

－ 21 －



２　比率でみた業務の動き

注 ： １． 求人倍率については、 パートタイムを含み、 その他は一般全数 （常用＋臨時 ・ 季節） による指数。

　　　２． 紹介率 ・ 就職率は新規求職に、 充足率は新規求人に対するもの。

　　　３． 資格取得率 ・ 資格喪失率は被保険者数に対するもの、 うち事業主都合離職は、

　　　４．   新規求職申込件数のうち 保 は、 ハローワークシステムの職業紹介メニューによる指数であり、 ハローワークシステムの雇用保険メニュー

による受給資格決定件数とは異なる。

事業主都合離職
×１００、受給率は、

受給者実人員
×１００。

資格喪失者数 被保険者数＋受給者実人員

－ 22 －



３　主要項目対前年（前年同月）増減率（学卒を除きパートタイムを含む）

－ 23 －



４　一般職業紹介状況（学卒を除きパートタイムを含む）（求職）

注 ： 平成１６年１１月より求職登録時の性別記入が任意となった為、 男女計と総数は一致しない。

－ 24 －



４　一般職業紹介状況（学卒を除きパートタイムを含む）（紹介・就職）

注 ： 平成１６年１１月より求職登録時の性別記入が任意となった為、 男女計と総数は一致しない。

－ 25 －



４　一般職業紹介状況（学卒を除きパートタイムを含む）（求人・充足）

－ 26 －



５　一般職業紹介状況（学卒及びパートタイムを除く）（求職）

注 ： 平成１６年１１月より求職登録時の性別記入が任意となった為、 男女計と総数は一致しない。

－ 27 －



５　一般職業紹介状況（学卒及びパートタイムを除く）（紹介・就職）

注 ： 平成１６年１１月より求職登録時の性別記入が任意となった為、 男女計と総数は一致しない。

－ 28 －



５　一般職業紹介状況（学卒及びパートタイムを除く）（求人・充足）（求人倍率）

注 ：   求人倍率の季節調整値とは原数値から、 季節的

な変動の要素を除いたもの。

　　　  季節調整値は、 一暦年終了ごとに過去に遡って

再調整を行っている。

－ 29 －



６　パートタイム職業紹介状況

－ 30 －



７　産業別・規模別新規求人数

注 ： 平成 25 年 10 月改定の 「日本標準産業分類」 に基づく区分により表章したもの。

注 ： 元年度より 「一般全数」 は 「一般フルタイムのみ」 の数値となっている。

－ 31 －



８　公共職業安定所別　産業別・規模別新規求人数（一般全数）

注 ： 平成 25 年 10 月改定の 「日本標準産業分類」 に基づく区分により表章したもの。

－ 32 －



９　産業別・規模別充足数

注 ： 平成 25 年 10 月改定の 「日本標準産業分類」 に基づく区分により表章したもの。

－ 33 －



10　広域職業紹介等状況（学卒及びパートタイムを除く）

－ 34 －



11　雇用保険受給者の職業紹介状況

注 ： 平成１６年１１月より求職登録時の性別記入が任意となった為、 男女計と総数は一致しない。

－ 35 －



12　年齢別一般職業紹介状況（学卒及びパートタイムを除く）（その１)

－ 36 －



12　年齢別一般職業紹介状況（学卒及びパートタイムを除く）（その２）

－ 37 －



13　中高年齢者の一般職業紹介状況（学卒及びパートタイムを除く）

－ 38 －



14　年齢別常用職業紹介状況（その１）

注 ： パートタイムを含む常用。

－ 39 －



14　年齢別常用職業紹介状況（その２）

注 ： パートタイムを含む常用。

－ 40 －



15　職業別常用職業紹介状況（その１）

－ 41 －



15　職業別常用職業紹介状況（その２）

注 ： １． パートタイムを含む常用。

　　　２． 平成１６年１１月より求職登録時の性別記入が任意となった為、 男女計と総数は一致しない。

－ 42 －



16　障害者の職業紹介状況
　（１）　障害者職業紹介状況

2

－ 43 －



（２）　身体障害者の障害部位別就職件数

（３）　身体障害者の職業別就職件数

※平成 23 年改定 （職業分類表による）

－ 44 －



（４）　身体障害者登録状況

（５）　身体障害者以外登録状況

注 ： １　（４） ～ （６） 表とも各年度末の状況である。

    ： ２　平成１６年１１月より求職登録時の性別記入が任意となった為、 男女計と総数は一致しない。

－ 45 －



視　　覚

聴覚 ・ 平衡 ・ 音声言語 ・ そしゃく機能

上肢切断機能

下肢切断機能

体幹機能

脳病変による運動機能

　内部機能　

その他

視　　覚

聴覚 ・ 平衡 ・ 音声言語 ・ そしゃく機能

上肢切断機能

下肢切断機能

体幹機能

脳病変による運動機能

　内部機能　

その他

視　　覚

聴覚 ・ 平衡 ・ 音声言語 ・ そしゃく機能

上肢切断機能

下肢切断機能

体幹機能

脳病変による運動機能

　内部機能　

その他

（６）　障害部位別登録者数 ( 令和３年度末）

注　平成 16 年 11 月より求職登録時の性別記入が任意となった為、 男女計総数は一致しない。

－ 46 －



17　職業訓練等の指示状況

－ 47 －









１　新規学校卒業者の職業紹介状況

注 ： １． 平成 21 年 3 月卒から 「進路状況調査」 を廃止したため、 卒業者数、 就職希望者数は不明。

　　　２． 求職者数、 求人数、 就職数、 求人倍率は 6 月末日現在。

　　  ３． 求人数は、 取消し求人数を差し引いたもの。

注 ： １． 平成 21 年 3 月卒から 「進路状況調査」 を廃止したため、 卒業者数、 就職希望者数は不明。

　　　２． 求職者数、 求人数、 就職数、 求人倍率は 6 月末日現在。

　　　３． 求人数は、 取消し求人数を差し引いたもの。

－ 49 －



２　令和４年３月新規学校卒業者の職業紹介状況

注 ： 1 令和 4 年 6 月末日現在。

　　　2 計上数は、 公共職業安定所取扱分。

－ 50 －



３　新規学校卒業者の産業別・規模別の就職状況推移

注 ： １． 平成 25 年度改定の 「日本標準産業分類」 に基づく区分により表章したもの。

　　　２． 就職決定者は、 学校 ・ 安定所紹介による生徒の数。

－ 51 －



４　公共職業安定所別 産業別・規模別新規求人状況

注 ： 令和 3 年 6 月末日現在

－ 52 －



５　公共職業安定所別 産業別・規模別就職状況（その１）

注 ： 令和 3 年 6 月末日現在

－ 53 －



５　公共職業安定所別 産業別・規模別就職状況（その２）

注 ： 令和 3 年 6 月末日現在

－ 54 －



６　学校・安定所紹介による者の職業別就職状況

注 ： 令和 4 年 6 月末現在

－ 55 －









１　日雇求職者就労状況年次推移

注 ： 繰越有効求職者数は、 平成 24 年度より次期に繰越す有効求職者数を計上している。

　　 （平成 23 年度までは、 前月から繰越された有効求職者数を計上。）

－ 57 －



２　日雇職業紹介状況

－ 58 －







１　雇用保険取扱状況年次推移

注 ： １． 適用事業所数及び被保険者数は期末現在。

　　　２． 離職票交付枚数は , 高年齢継続被保険者及び特例被保険者を除く。

　　　３． 受給資格決定件数は、 一般求職者給付にかかる数。 なお、 年度計には運輸局取扱分を含む。

　　　４． 初回受給者数 ・ 受給者実人員 ・ 給付延日数 ・ 支給金額は、 基本手当基本分にかかる数。

　　　５． 平成１９年１０月より、 短時間労働被保険者の被保険者区分は一本化。

－ 59 －



２　産業別・規模別雇用保険適用状況

注 ： 平成１９年１０月より、 短時間労働被保険者の被保険者区分は一本化。

－ 60 －



３　産業別・公共職業安定所別雇用保険適用状況

－ 61 －



４　産業別雇用保険取扱状況

注 ： １． 平成 25 年 10 月改定の 「日本標準産業分類」 に基づく区分により表章したもの。 　 ２． 離職票交付枚数は、 一般被保険者にかかる数。

　　　３．   受給資格決定件数は、 一般求職者給付及び高年齢求職者給付にかかる数。 また、 合計には運輸局取扱分を含む。 なお、 産業別内訳

は速報値のため合計と一致しない。

－ 62 －



５　産業別・公共職業安定所別雇用保険取扱状況

注 ： １． 離職票交付枚数は , 一般被保険者にかかる数。

　　　2．   受給資格決定件数は、 一般求職者給付及び高年齢求職者給付にかかる数。 また、 合計には運輸局取扱分を含む。 なお、 産業別 ・ 安定

所別内訳は速報値のため、 合計と一致しない。

34,837

－ 63 －



６　公共職業安定所別雇用保険取扱状況（一般）（その１）

注 ： １． 適用事業所数、 被保険者数の年 （度） 計及び安定所内訳は期末現在で計上。

　　　２． 離職票交付枚数は、 一般被保険者にかかる数。

　　　３．   受給資格決定件数は、 一般求職者給付にかかる数。 また、 年度計には運輸局取扱分を含む。 なお、 安定所別内訳は速報値のため合

計は一致しない。

－ 64 －



６　公共職業安定所別雇用保険取扱状況（一般）（その２）

注 ： １． 基本手当基本分にかかる数。

－ 65 －



６　公共職業安定所別雇用保険取扱状況（一般）（その３）

注 ： 基本手当基本分にかかる数。

－ 66 －



６　公共職業安定所別雇用保険取扱状況（一般）（その４）

注 ： 基本手当基本分にかかる数。

－ 67 －



６　公共職業安定所別雇用保険取扱状況（一般）（その５）

注 ： ｢ 個別延長給付」 については、 平成 21 年 3 月 31 日付けで暫定的に設けられた給付。

－ 68 －



６　公共職業安定所別雇用保険取扱状況（一般）（その６）

－ 69 －



７　就職促進給付状況

※再就職手当の労働局全体の数値には、 地方運輸局取扱分も含む。

－ 70 －



８　高年齢求職者給付金、特例一時金の状況

－ 71 －



９　雇用継続給付及び教育訓練給付の状況

雇用継続給付及び教育訓練給付支給金額（千円）

注 ： （） は内数

－ 72 －



10　日雇労働被保険者給付状況（その１）

－ 73 －



10　日雇労働被保険者給付状況（その２）

－ 74 －



11　雇用保険金不正受給状況

－ 75 －









１　京都障害者職業相談室業務取扱状況

※ （　） 内４５才以上

－ 77 －



２　京都ジョブパーク　ハローワークコーナー業務取扱状況（京都府との一体的実施事業）

３　北京都ジョブパーク　ハローワークコーナー業務取扱状況（京都府との一体的実施事業）

４　舞鶴市就業支援センター　ハローワークコーナー業務取扱状況（舞鶴市との一体的実施事業）

５　せいかジョブポイント　業務取扱状況（精華町との一体的実施事業）

※　データは、 一体的実施事業報告から集計     ※事業開始 ： 平成 24 年 4 月 1 日

※　データは、 一体的実施事業報告から集計　　　※平成 26 年 4 月 21 日施設名称変更

※　データは、 一体的実施事業報告から集計　　　※事業開始 ： 平成 26 年 4 月 1 日

※　データは、 一体的実施事業報告から集計　　　※事業開始 ： 令和 3 年 7 月 1 日

－ 78 －



６　福祉・就労支援コーナー業務取扱状況（京都市との一体的実施事業（常設））

※データは、 一体的実施事業報告から集計

※データは、 一体的実施事業報告から集計

※データは、 一体的実施事業報告から集計

－ 79 －



７　雇用関係助成金年度別支給状況（職業安定部支給分）

※安定所別内訳 「センター」 は、 京都労働局助成金センター （京都西陣所管轄、 京都七条所管轄及び伏見所管轄） 取扱い分。

※特定求職者雇用開発助成金については、 対象者別支給状況 （№１０） を参照。

※安定所別内訳 「センター」 は、 京都労働局助成金センター （京都西陣所管轄、 京都七条所管轄及び伏見所管轄） 取扱い分。

－ 80 －



※安定所別内訳 「センター」 は、 京都労働局助成金センター （京都西陣所管轄、 京都七条所管轄及び伏見所管轄） 取扱い分。

※安定所別内訳 「センター」 は、 京都労働局助成金センター （京都西陣所管轄、 京都七条所管轄及び伏見所管轄） 取扱い分。

※安定所別内訳 「センター」 は、 京都労働局助成金センター （京都西陣所管轄、 京都七条所管轄及び伏見所管轄） 取扱い分。

－ 81 －



※安定所別内訳 「センター」 は、 京都労働局助成金センター （京都西陣所管轄、 京都七条所管轄及び伏見所管轄） 取扱い分。

※安定所別内訳 「センター」 は、 京都労働局助成金センター （京都西陣所管轄、 京都七条所管轄） 取扱い分。

－ 82 －



※安定所別内訳 「センター」 は、京都労働局助成金センター （京都西陣所管轄、京都七条所管轄及び伏見所管轄） 取扱い分。

※安定所別内訳 「センター」 は、 京都労働局助成金センター （京都西陣所管轄、 京都七条所管轄） 取扱い分。

－ 83 －



№ 10　特定求職者雇用開発助成金　対象者別支給状況

※安定所別内訳 「センター」 は、京都労働局助成金センター （京都西陣所管轄、京都七条所管轄及び伏見所管轄） 取扱い分。

－ 84 －



８　職業転換特別給付金支給状況

９　求職者支援制度取扱状況

※支援指示件数には、 公共職業訓練の受講者で支援指示を行った件数を含む。

－ 85 －



10　労働者派遣事業所数

11　職業紹介事業所数

12　労働者供給事業所数

※改正労働者派遣法 （平成 27 年 9 月 30 日施行） により、 届出制の 「特定労働者派遣事業」 が廃止、 経過措置 （平成 30 年 9 月 29 まで） 終

了をもって許可制の 「労働者派遣事業」 のみとなった。

※労働者派遣事業、 職業紹介事業、 労働者供給事業の京都府内の事業所に係る許可申請 ・ 届出は、

　京都労働局で一括して取り扱っているため、 平成 28 年から各安定所ごとの集計を行っていない。

－ 86 －







職業紹介状況（パートタイムを含む）【京都府計】

雇用保険適用ならびに給付状況【京都府計】

注 ： 離職票交付枚数は、 一般被保険者にかかる数。

※受給資格決定件数及び初回受給者については、 安定所別が速報値のため京都府計と一致しない。

－ 87 －



職業紹介状況（パートタイムを含む）【京都西陣】

注 ： 総数には、 ハローワーク西陣烏丸御池庁舎を含む。

－ 88 －



雇用保険適用ならびに給付状況【京都西陣】

注 ： 離職票交付枚数は、 一般被保険者にかかる数。

－ 89 －



職業紹介状況（パートタイムを含む）【京都七条】

雇用保険適用ならびに給付状況【京都七条】

注 ： 離職票交付枚数は、 一般被保険者にかかる数。

－ 90 －



職業紹介状況（パートタイムを含む）【伏見】

雇用保険適用ならびに給付状況【伏見】

注 ： 離職票交付枚数は、 一般被保険者にかかる数。

－ 91 －



職業紹介状況（パートタイムを含む）【宇治】

雇用保険適用ならびに給付状況【宇治】

注 ： 離職票交付枚数は、 一般被保険者にかかる数。

－ 92 －



職業紹介状況（パートタイムを含む）【京都田辺】

－ 93 －



雇用保険適用ならびに給付状況【京都田辺】

注 ： 離職票交付枚数は、 一般被保険者にかかる数。

－ 94 －



職業紹介状況（パートタイムを含む）【福知山】

－ 95 －



雇用保険適用ならびに給付状況【福知山】

注 ： 離職票交付枚数は、 一般被保険者にかかる数。

－ 96 －



職業紹介状況（パートタイムを含む）【舞鶴】

雇用保険適用ならびに給付状況【舞鶴】

注 ： 離職票交付枚数は、 一般被保険者にかかる数。

－ 97 －



職業紹介状況（パートタイムを含む）【峰山】

－ 98 －



雇用保険適用ならびに給付状況【峰山】

注 ： 離職票交付枚数は、 一般被保険者にかかる数。

－ 99 －









１　令和３年度求職者支援訓練実施状況

※ 1 応募倍率＝応募者数／定員数 （開講状況）    ※ 2 定員充足率＝入校者数／定員数 （開講状況）

※ 3 充足状況は中止等コース分を除く
－ 101 －



２　令和３年度京都府立高等技術専門校訓練生入校修了状況（令和４年３月末日現在）

注 ： 1. 入校者、 修了者数は、 当該年度中の数値である。 従って、 ２年制の本年度修了者数は前年度入校者にかかる数値である。

注 ： 2. 「修了者のうち就業した者の就業状況」 については、 修了後３ヶ月 （令和４年６月末） で確定する。

－ 102 －



３　令和３年度（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構職業訓練施設訓練生入校修了状況（令和４年３月末現在）

注 ： １． 入校者、 修了者数は、 当該年度中の数値である。 従って、 前年度入校者が本年度修了者に含まれる場合がある。

　　　２． （短） は短期課程、 （専） は専門課程、 （ＤＳ） は専門課程活用型デュアルシステム課程

　　　３． 令和３年度修了者の就職実績は修了後３ヶ月 （令和４年６月末） で確定し、 就職中退者数は含まれていない。

－ 103 －









１　行政区別・公共職業安定所別管轄人口

注 ： １． 令和 2 年国勢調査の人口及び世帯数を基礎として推計したものであり、 外国人も含む。

　　　２． 社会動態 （転入及び転出） には、 同一市町村内 （ただし京都市は同一区内） の移動は含まない。

　　　 　　また、 京都府計及び京都市計はこれらを積み上げた数値であり、 京都府内市町村間移動及び京都市内区間移動を含む。

－ 105 －



２　令和２年行政区別・公共職業安定所別管轄人口（その１）

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 2 年国勢調査」

－ 106 －



２　令和２年行政区別・公共職業安定所別管轄人口（その２）

注 ： 総数には、 年齢 「不詳」 を含む。

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 2 年国勢調査」

－ 107 －



２　令和２年行政区別・公共職業安定所別管轄人口（その３）

注 ： 15 歳以上人口には、 労働力状態 「不詳」 を含む。

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 2 年国勢調査」

－ 108 －



３　令和２年行政区別・公共職業安定所別労働力状態（産業大分類）（その１）

注 ： 就業者数には、 「分類不能」 を含む。

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 2 年国勢調査」

－ 109 －



３　令和２年行政区別・公共職業安定所別労働力状態（産業大分類）( その２）

注 ： 就業者数には、 「分類不能」 を含む。

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 2 年国勢調査」

－ 110 －



４　令和２年行政区別・公共職業安定所別管轄人口

資料出所 ： 総務省統計局 「平成 27 年国勢調査 従業地 ・ 通学地による人口 ・ 就業状態等集計結果」

注 ： 「京都府内への流出」 「京都府内からの流入」 とは、 府内他市区町村との間の流出、 流入をいう。

－ 111 －



電子部品・デバイス・
電子回路製造業

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

５　産業別・規模別事業所数及び従業者数（民営）

注 ： 製造業の中分類については未公表

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 3 年経済センサス」

－ 112 －



６　公共職業安定所管轄別・産業別事業所数（民営）（その１）

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 3 年経済センサス」

－ 113 －



６　公共職業安定所管轄別・産業別事業所数（民営）（その２）

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 3 年経済センサス」

－ 114 －



７　公共職業安定所管轄別・産業別従業者数（民営）（その１）

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 3 年経済センサス」

－ 115 －



７　公共職業安定所管轄別・産業別従業者数（民営）（その２）

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 3 年経済センサス」

－ 116 －
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